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「生産性及び賃金と物価・消費に関する推計」の根拠となる資料を提供するのが，この報

告の目的である． 理論的な根拠と依拠したデータ，データを利用した統計的推計方法の 3 つ

の点について解説するとともに，その前提条件・限界についてもできる限り解説しておきた

い． 

第 2 節では理論的な根拠として，産業連関分析の価格波及モデルについて，多費目消費関

数の理論的な展開について解説する． 第 3 節では上記のモデルを推定する際に必要となるデ

ータについて，簡単にまとめている． 第 4 節では多費目消費関数の推計方法について述べて

いる． 第 5 節ではモデルの個々のパーツの集計とマクロ的な数値への積み上げについて解説

し，シミュレーションの前提条件や限界について説明する．  

 

 

 

 

2.1  生産性上昇の波及効果の把握                       

生産性の上昇の波及効果を理論的に考察するには，次のような方法がある． 

1) 生産性を全要素生産性(Total Factor Productivity, TFP)と考え，全要素生産性の上昇が各産

業に波及していく様子を分析する． この場合には，資本のサービス価格への影響を無
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視して分析するものと(例えば，黒田・清水・吉岡, 1987)，資本のサービス価格への波

及まで内生的に分析する方法がある(Hayami, 1993, 2002)．後者の場合，解は 1 つに限ら

ない．前者の場合，外生として扱う部分が発生するので分析は部分的になる． 

全要素生産性の定義についても，複数のアウトプットに対して複数のインプットを理論的

に整合的な形で集計したものを利用することが推奨されるが，多くの分析では付加価値とい

う 1 種類のアウトプットについて，労働と資本の 2 インプットで定義している場合がある． 

この場合には，原材料や中間投入，輸入を通じたサプライ・チェーンの影響を無視すること

になるので，満足のいく評価は得られない． 

全要素生産性で分析する場合には，付加価値でアウトプットを評価するのではなく，生産

量をアウトプットとして全投入要素をインプットにしなければ，定義として結局，部分的な

要素生産性を扱うことになる．投入要素の質や価格によって，製品の質や価格が左右される

ことは十分考えられる． ただし，アウトプットやインプットの集計によって得られた数値

の比を生産性として定義すると，この値を上昇させるには何をすれば良いのかという点につ

いて具体的な示唆が得られるわけではない． 例えば，研究開発をして技術進歩をするとい

う以上の示唆はない． 

 

2) 生産性を労働生産性と考えて，労働生産性上昇の影響を分析する． この場合には，労

働時間の投入まで考慮した person × hours で定義する場合と，従業員 1 人あたりの労

働生産性で定義する場合がある． 全要素生産性と同様にアウトプットを付加価値と考

える場合と，生産量と考える場合がある． 付加価値で労働生産性を分析する場合は，

分配率・物価を一定にする生産性の成果配分というマクロの生産性基準として賃金交渉

の指標として利用されることが多かった． 𝑦を実質 GDP，𝑤を賃金(1 人あたり平均賃

金)，𝑦/𝑁は労働生産性，𝑝は GDP デフレーターとし，𝑋は𝑋の変化率を表すとする． 

𝛾 =
𝑤𝐿

𝑝𝑦
𝑑log𝛾

𝑑𝑡
=
𝑑log𝑤

𝑑𝑡
−
𝑑log𝑦/𝑁

𝑑𝑡
−
𝑑log𝑝

𝑑𝑡

0 = �̂� − (
𝑦

𝑁
)
ˆ

− 𝑝

賃金上昇率 =労働生産性上昇率+物価上昇率

 

 

3) この恒等的な関係式から，物価と分配率が一定の賃金上昇は労働生産性の伸びと一致し

た状態で実現される，と読んで利用されていた． 実際に𝑁について雇用者数なのか，

就業者数なのか，労働時間をかけて𝑤を時間あたりの賃金率で考えるのか，議論の余地

はある．𝑤が時間当たり賃金率で定義した場合は，労働生産性は時間当たりになるので

𝑦/𝐿, 𝐿 = ℎ𝑁と定義される． 

しかし，1980 年代半ばまでの賃上げではインフレが大きかったため，労働時間ℎの変動ℎ̂

は賃金の変動�̂�に比べ小さく(ℎ̂ ≈ 0とされ)無視されることが多かった． 物価𝑝は一定になら
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ないわけだから生活費を維持するためには物価上昇プラス𝛼で賃上げが決められていたり，

高度成長期には前年度の賃上げ率プラス𝛼を指標としていたりした． 

アウトプットで労働生産性を考える場合には，かつて行なわれていた「労働生産性統計調

査」（旧労働省）に代表されるように生産ラインでの効率性の指標として考えられることが

多い． 例えば，𝑋は何番手の糸の生産量，ℎ𝑁は人時の投入時間である． 

労働生産性 =
𝑋

ℎ𝑁
 

ここで取り上げるのはサービス関連産業における労働生産性ということであるので，アウ

トプットで労働生産性を考えるものに近いが，サービス関連産業のアウトプットは製造業の

生産ラインのように厳密に計測することは困難である． 産業連関的な波及効果を考えるた

めに，国内生産物価格への波及を扱う． サービス産業の定義は，補論に与えられている． 

産業連関分析で直接的に労働生産性が関係するのは，付加価値部門である． その付加価

値部門を外生的に扱うのは，価格分析である． すなわち，費用構成の側から産業連関表の

バランスをみると， 
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           (2.1) 

 

ここで𝑝𝑖は国内生産物価格，𝑝𝑀𝑖は輸入財価格，�̂�𝑖は輸入係数, 𝑋𝑖𝑗は𝑗部門への𝑖財の投入，

𝑝𝑔𝑗は屑・副産物の価格，𝑛𝑔は屑・副産物の種類数(ここでは 3)，𝑋𝑔𝑖𝑗は屑・副産物の投入(マ

イナスは産出)，𝑣𝑎𝑗は付加価値，𝑥𝑗はコントロール・トータルスである． 𝑣𝑎𝑗 = 𝑤𝑗𝑁𝑗 +𝐷𝑗 +

𝜋𝑗と便宜的に書くことができる． 𝑣𝑗 = 𝑤𝑗
𝑁𝑗

𝑥𝑗
+

𝐷𝑗

𝑥𝑗
+

𝜋𝑗

𝑥𝑗
となる． 

𝑁𝑗

𝑥𝑗
は第𝑗部門の労働生産性の

逆数である． 

 

第一のシミュレーションは，サービス産業の労働生産性(就業者一人あたり生産額)を 2%

上昇させた結果，他の事情が一定であれば国内生産物価格がどうなるかを計算したものであ

る． シミュレーションでは，サービス産業に該当する部門𝑗の
𝑋𝑗

𝑁𝑗
を 2%ないし 3%上昇させ

る．ここで𝑤𝑗や営業余剰その他の付加価値の項目は一定とする．このとき付加価値率は低下

して価格が低下する方向に働くことになる． 

 



4 

 

第二のシミュレーションは，常用労働者の 1 人あたり賃金が 2%ないし 3%上昇した場合で

ある． これも労働生産性の上昇と同じで，𝑤𝑗を上昇させることになるが，実際には雇用者

所得の部分は，さらに詳細な項目からなる．福利厚生費，社会保障雇主負担，賃金・俸給，

その他の給与及び手当である． 産業連関表の付加価値にある賃金・俸給その他の労働費用

は雇用形態別には分かれていない． ただ，雇用表にある常用雇用 1 人あたり賃金というデ

ータがあるので，これを 2%ないし 3%上昇させて，新しい付加価値率を作成する，というや

り方が一番わかりやすい． 

この価格分析に対応する数量波及の産業連関分析は，通常の競争輸入型のレオンティエフ

逆行列である． 

              (2.2) 

でバランスが成立する． ここで𝑓𝑑は国内最終需要，𝑒𝑥は輸出である．国内最終需要は，家計

最終消費支出(家計外，対家計民間非営利団体最終消費支出を含む)，政府最終消費支出(社会

資本等の減耗分を含む)，総固定資本形成(固定資本減耗，在庫純増，調整項を含む)からなる．  

 

 

 

2.2  多費目消費需要の設定                                        

賃金上昇の対象が雇用者であるので，家計属性のタイプを勤労者世帯とそれ以外の世帯な

どできるかぎりタイプわけできるモデルを考える． 一度に詳細な費目について需要関数を

推定することは，理論的に整合的な消費支出体系を考えた場合データ面で限度がある． い

わゆる high dimension data の世界になる． このような high dimensionality に対する経済学か

らの解答は，Leontief (1947)の提唱した分離可能性などの関数形に制約を入れて推定するこ

とである． もっともよく利用されている消費支出体系が，線形支出体系(Linear Expenditure 

System, LES)である(Stone, 1954)．この関数の制約は，代替の弾力性が 1 であるというもので

ある． ただし，一般的な伸縮的な支出体系を利用すると，無差別曲線が満たすべき原点に

対する凸性(2 階の条件)を満たすように推定しなければ，結果は利用できない．AIDS(Almost 

Ideal Demand System)は伸縮的な関数形であるが(Deaton, 1986)，制約をつけずに推定しても 2

階の条件が満たされる可能性は低い． 不等号の制約を課すためにしばしば利用されるのが

Cholesky decomposition であるが，2 次のパラメターが有意に計測されず，結局，対数線形の

モデルに帰着してしまう場合が多い． 

線形支出体系の効用関数はつぎのような式で表される．ただし，パラメターが，世帯主の

年齢，世帯人員数で変動するように定式化している． 

モデルは，世帯あたりの 1 ヶ月の消費について設定されている． 具体的には， 
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であるが，規格化として， 
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であるから， 

∑𝛽𝑖

𝐾

𝑖=1

= 1, ∑𝛽𝑖𝑎

𝐾

𝑖=1

= 0 

としている．mem は世帯人員数，age は世帯主の年齢である．これから線形支出体系とし

て， 
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  (2.3) 

 

しかし，定義より 

∑𝑝

𝐾

𝑖=1

𝑥𝑖 = 𝑝𝑥 

であるから，結局，先のパラメターの制約が必要となる． 以上の方程式体系に，誤差項𝑢𝑖𝑡

を導入する． その結果，少なくとも方程式間の誤差は相関するモデル(SUR, seemingly 

unrelated regression)で推定することになる． ここでは，𝑝𝑥が内生変数であることを考慮し

て，GMM(generalized method of moments)の推定も行っている． 

さらに，統計的に有意ではないパラメターについては，値をゼロとして推定しなおしてい

る． 
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これらの計測結果をもとに，価格弾力性や所得弾力性が計算できる． 価格弾力性は， 
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ここで 

memage imiiiaii   ~,
~

 

である．𝛿𝑖𝑗は，クロネッカーのデルタで，𝑖 = 𝑗のとき 1，それ以外は 0 である． 

所得弾力性は， 
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である． 

 

 

 

2.3  産業連関分析の結果とのリンクについて                              

 

労働生産性や賃金水準が変化した結果，計算される(2.1)式の価格は，国内財の価格であ

り，かつ生産者価格表示(統一価格表示)である． 一方，支出体系の需要関数に登場する𝑝

は，購入者価格であり，輸入財と国内財の入り混じった価格である． したがって，(2.1)式

の計算結果に，これらの変換を加えてから需要関数の価格に代入しなければ，誤った価格に

よって計算することになる． 

𝑝𝑜𝑗 = 𝑤𝐷𝑗𝑝𝑗 +𝑤𝑀𝑗𝑝𝑀𝑗, 𝑗 = 1,… , 𝑛 

ここで国内財か輸入財のいずれかになるので𝑤𝐷𝑗 +𝑤𝑀𝑗 = 1となる． 

購入者価格𝑝𝐶𝑗は，生産者価格𝑝𝑜𝑗に加えて流通マージン𝑚𝑗が加えられる． 流通マージン

は，運賃が鉄道輸送，道路輸送，沿海，港湾，航空輸送，利用運送，倉庫，卸売，小売に分

かれている． 

この変換のための行列の作成は，産業連関表接続表のデータでは不足しているので，2011

年の産業連関表基本表の生産額表にもとづいて，家計部門の輸入比率，さらには生産者価格

から購入者価格への変換を行うこととした． さらに，家計の最終消費ベクトルの構成比を

使って，家計調査の分類にあわせて集計作業を行っている． 

費目別の消費が(2.4)式から得られる需要量の計算式でもとめられたのち，今度はその消費

額は購入者価格表示であるため，生産者価格に変換してから，(2.2)式の産業連関の波及を計
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算しなければならない． つまり，購入者価格を生産者価格に変換したのちに，1 −輸入係数

をかけるという操作となる． 

 

 

 

2.4  輸入代替の推定について                                       

国内財と輸入財のどちらを選択するかは，財についての需要が決められたあとに振り分け

られるとする． 家計消費は，(2.2)式の𝑓𝑑の構成要素の一つである．このうち国内財が占め

る割合は，(𝐼 − �̂�)𝑓𝑑となる． 産業連関分析の各部門で(2.2)式の計算をする場合に，輸入係

数である�̂�が変化することになる． 

データについては，推定に接続表と延長表をもちいたものになる． シェアを内外の価格

比の対数で回帰分析する translog 型のシェア関数の推定になる． 

輸入財の金額シェアを𝑤𝑀，輸入財の価格を𝑝𝑀，国内財の価格を𝑝とすると，つぎの式を推

定している． 

𝑤𝑀𝑖 = 𝛼𝑖 + 𝛽𝑖log (
𝑝𝑀𝑖

𝑝𝑖
) , 𝑖 = 1,… , 𝑛 

期待される理論制約は，𝛽𝑖 ≤ 0である． 

すべての部門について安定した結果を得ることが困難なため，今回は代替の弾力性を 1 と

する金額シェア一定(𝛽𝑖 = 0に相当する)のうえで，価格変化が数量変化に反映するようにシ

ミュレーションの計算を行っている． 第𝑖財の輸入量を𝑋𝑀𝑖とすると定義からつぎの式が得

られる． 

𝑝𝑀𝑖𝑋𝑀𝑖

𝑝𝑖𝑋𝑖 + 𝑝𝑀𝑖𝑋𝑀𝑖
= 𝛼, 𝑋𝑀𝑖 = (

𝑝

𝑝𝑀
) {

𝛼

1 − 𝛼
}𝑋𝑖 

相対価格が 1%変化すると，数量比も 1%変化するという関係が得られる． 

これによって国内財の価格𝑝が変化した影響で産業連関表の輸入係数�̂�を変化させる． 
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3.1  産業連関分析                                              

産業連関分析については，基本的には 2000 年，2005 年，2011 年の総務省「接続産業連関

表」(2016)および各年の「雇用表」である． ただし，雇用表については接続表との部門の対

応づけを行い，さらに分析を行うために取引行列を正方化する必要がある． 

結果として，385 部門の正方化を行った． ただし，屑関係(古紙，鉄屑，非鉄金属屑)につ

いては，類似部門に足し合わせることもある． しかし，接続表に付属するインフレーター

にマイナスの値が入っているなど，通常の定義では考えられない問題がある． そのため，

値そのものが体系に影響を与えにくい非競争輸入と同等の扱いにした． つまり，正方化に

は含めず，外生部門とした． 従来までの産業連関表と部門のならびのほか細部で異なるこ

とがあるので，確定表ではあるが利用には慎重を期すことにしたい． 

 

  

 

3.1  家計消費データ                                   

家計消費データは，総務省「家計調査」の二人以上の家計については，勤労者世帯の家計

消費，その他世帯の家計消費，単身世帯の家計消費のそれぞれを利用することになる． 

勤労者世帯の家計消費には，世帯主の勤め先の産業別にデータが分割されているため，大

分類ではあるが産業別に所得と消費が得られることになる． しかし，世帯員の所得がどの

産業から発生しているかはわからないので，限界はある． 

具体的には，第 5 表「世帯主の職業別 1 世帯当たり 1 か月間の収入と支出(総世帯)」によ

って勤労者世帯以外の消費費目のデータを収集している．2002 年から 2015 年まで利用可能

である． 第 6 表世帯主の産業・勤め先企業規模別 1 世帯当たり 1 か月間の収入と支出(総世

帯)」によって勤労者世帯の消費費目のデータと所得のデータを収集している． 

単身世帯についても産業別に消費が得られる． 

具体的な構成比についてはつぎのようである．同様の構成比をよりサンプル・サイズの大

きな「全国消費実態調査」の値も掲載しておく． 

 

 

 

３．利用したデータについて 
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 「家計調査」第 5 表 

2015 年 

「全国消費実態調査」第 40 表

2014 年 

 (2 人以上) 8,076 世帯 (2 人以上) 51,656 世帯 

 (単身) 745 世帯 (単身) 4,696 世帯 

勤労者世帯 47.68 % 52.195 % 

 うち世帯主が 60 歳未満 39.21 % 41.833 % 

 労務作業者 16.84 % 20.963 % 

  うち常用労務作業者 16.44 % 19.323 % 

 職員 30.87 % 31.332 % 

  民間職員 24.72 % 22.582 % 

  官公職員 6.25 % 8.650 % 

勤労者以外の世帯 52.32 % 47.805 % 

 個人営業主 10.35 % 7.532 % 

  商人・職人 8.91 % 7.144 % 

  個人経営者 0.72 % 0.389 % 

  農林漁業従事者 0.72 % 1.746 % 

 法人経営者 2.01 % 2.722 % 

 自由業者 2.10 % 1.523 % 

 無職 37.71 % 32.274 % 

 

 

 

3.3 賃金・労働関係データ                           

賃金データについては，一般労働者，パート，臨時の 3 つのタイプの労働者について，厚

生労働省「賃金構造基本調査」からデータが得られる．しかし，調査月のデータのため年間

に換算するためには，「毎月勤労統計」を使って年間の値にする方法がある． 同時に，産

業連関表の雇用表があるため，「常用雇用 1 人あたりの賃金」「雇用者 1 人あたりの所得」

が掲載されているので，こちらとリンクする必要もある． 

労働時間・出勤日数のデータは「毎月勤労統計」のデータをもちいるのが望ましいが，労

働者属性の分類が「賃金構造基本調査」それほど詳細ではない． 

「賃金構造基本調査」の産業分類は日本標準産業分類の中分類(一部)と大分類である． 農

林水産業のデータと公務員のデータはない． 

今回は，賃金の配分交渉に関する詳細なシミュレーションはおこなわずに，常用雇用 1 人

あたりの賃金が上昇した場合という平均賃金でのシミュレーションを行った． そのため，

詳細な労働データは利用せず，産業連関表の雇用表に掲載されているデータでシミュレーシ

ョンを行っている． 
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3.4  成長会計の作成(参考)                          

成長会計のデータを作成する場合，特に資本サービスのコストの推計が難しい． 結局の

ところ近似的な資本ストックの推計を利用せざるを得ない． ここでは，内閣府の「民間企

業資本ストック」(2016)を利用している． 第一に，償却率の計算であるが，進捗ベースの資

本ストックと償却額の比率を産業別に求めている． ただし，産業連関表とは産業部門分類

が大きく異なる． そのため，産業分類の対応表によって 33 部門の償却率を 385 部門に割り

当てている． 

第二に，資本のレンタルコストの推計には，安全資産の利回りデータが必要となる． こ

れには全国銀行貸出約定平均金利の長期貸付の利率データを利用した． 産業別に平均貸出

金利が異なることもあるが，値の推移を見る限り，産業別に大きく異なるものではない． 

最後に，投資財価格指数が必要となる．これには産業連関表を利用することにした． 基

本表が作成されている 2000 年，2005 年，2011 年には同時に固定資本形成マトリックスが作

成されている． これにしたがって産業連関表の(7 桁商品部門分類) X (104 部門)別に投入さ

れている投資財の金額がわかる． そのためこの投資財の構成をウェイトとして投入インフ

レータを乗じて足しこむことで，投資財デフレータ𝑝𝐼𝑗を作成することができる． 

すなわち，第 j 部門に第 i 投資財の投入金額を𝐼𝑣𝑖𝑗とし，第 i 財のデフレータを𝑝𝑜𝑖とする．

実際には輸入財と国内財のインフレータの合成価格となっているインフレータが与えられて

いる．逆数を取ってデフレータとしている． 𝑛𝑖𝑜は 7 桁商品部門分類で，年によって異なる

が 500 以上である． ただし，実際に投資財として使われている財は，120 以下である． 

𝑛𝑓𝑐𝑓は資本形成行列の部門分類で，基本表の 140 程度の細分類にもとづいている． これと

基本表の対応はつけられるが，接続表との対応は手作業で行うことになる． 

𝐼𝑣𝑗 =∑𝐼

𝑛𝑖𝑜

𝑖=1

𝑣𝑖𝑗 , 𝑗 = 1, 𝑛𝑓𝑐𝑓

𝑤𝐼𝑗 =
𝐼𝑣𝑖𝑗

𝐼𝑣𝑗

𝑝𝐼𝑗 =∑𝑤𝑖𝑗

𝑛𝑖𝑜

𝑖=1

𝑝𝑜𝑖

 

以上から，資本サービスの価格が計算できる． 

𝑝𝐾𝑗 = 𝑝𝐼𝑗 (𝑟 + 𝛿𝑗 −
𝑑ln𝑝𝐼𝑗

𝑑𝑡
) 

実際には，1995 年には接続していないので，2005 年の資本サービス価格が計算できる． 

2011 年は基準年なので，すべてのデフレータの値が 1 である． 
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制約付きの GMM(Generalized Method of Moment)法で推定している． 消費合計𝑝𝑥について

内生性のおそれがあるために，操作変数(価格，1 年前の値)を使っている． サンプル・サイ

ズは，勤労者世帯については，305 である． 非勤労者世帯は，84 である． 統計的に有意で

はないパラメターについては，値をゼロとして，推計しなおしている． 

推定したモデルのバリエーションとしては，世帯主の年齢や世帯人員数のシフト要因がな

いものも推定している． さらに，消費税率の変更で 2014 年に断層が現れる可能性について

ダミー変数を使った処理もしているが，時系列データとしては数が少ないので今回は見送っ

ている．なお，1987 年からの月別データで計測すると所得弾力性が，税率変更後に低下す

る傾向が観察されている． 税率引き上げの直前に買いだめする傾向も観察されているが，

年ベースのデータでは明確な傾向は観察できていない． 

結果として，価格弾力性の推移をみると，食費については勤労者世帯，非勤労者世帯とも

に価格に弾力的ではなくなっている． 勤労者世帯よりも非勤労者世帯の食費の価格弾力性

は絶対値で値が小さく，1%価格が上昇した場合，勤労者世帯では−0.8 ∼ −0.75%需要量が変

化するのに対し，非勤労者世帯では−0.6 ∼ −0.5%需要量が変わる程度である．食費の所得弾

力性も勤労者世帯では，0.55～0.65%程度であるのに対し，非勤労者世帯では0.35 ∼ 0.55%の

変動幅にある． シミュレーションでは，価格弾力性の影響の方が所得弾力性の影響よりも

大きく現れる傾向にある． それぞれの弾力性の値はそれほど大きく違いがないが，無職世

帯の所得弾力性0.355と価格弾力性−0.376の値が絶対値で小さい．シミュレーションでは無

職世帯の所得弾力性の効果はまったく現れないので，価格弾力性の効果が現れる．勤労者世

帯の所得弾力性と価格弾力性の値を比較すると価格弾力性の絶対値の方がやや大きいため，

価格の効果が現れやすい． 

住居費については，勤労者世帯の価格弾力性は絶対値が小さく，非勤労者世帯は敏感に反

応することがわかる． 同様に，勤労者世帯の所得弾力性は値が 0.05 と非常に小さく，非勤

労者世帯の所得弾力性は値が 1 近辺である． 勤労者世帯は，居住地の選択範囲が勤め先に

よって決められるため，動きようがないという事情があるかもしれない． 非勤労者世帯に

は，自由業や無業世帯が含まれているので所得に応じて住居を選択している可能性もある． 

ただし，割合は低いが非勤労者世帯には農林漁業従事者もあるので，これらについては住居

の選択の自由は限られていると考えられる． 

光熱水道については，勤労者世帯の方がやや価格に弾力的で−0.4前後，非勤労者世帯は

−0.35 ∼ −0.25である． いずれも時系列的な傾向としては，価格に非弾力的になっている．

特に，非勤労者世帯の光熱水道費は傾向的に価格に非弾力的になっている．非勤労者世帯の

方が高齢世帯である割合は高く，なかなか節約しにくい側面があるのかもしれない． ある

いは，価格が低下したにも関わらず，利用を増やすということもしていないのかもしれな

４．多費目消費関数の推定について 
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い． 所得弾力性は，勤労者世帯が，0.3 を超えるものから 0.3 を下回る程度に，非勤労者世

帯が 0.3 から 0.25 に低下している． 全体的に高齢化すると光熱水道は利用量が一定で変わ

らない傾向がある．たとえば，子供が大きくなっていけば，電気も水道も使うようになる．

しかし，成人になると昼間は職場に出かけるので，利用は少なくなる．引退世代になると自

宅の利用は増える． 

家具・家事用品については，価格弾力性は勤労者世帯も非勤労者世帯も同じような値

−1.4 ∼ −1.2であるが，非勤労者世帯は絶対値が小さくなる傾向がはっきりしている．所得

弾力性は，勤労者世帯では 1.05 を中心に変動しているが，非勤労者世帯ではこれよりも弾

力的で 1.2 を超える値で推移している． シミュレーションで家具・家事用品は，生産性上

昇効果のプラスが現れにくく，賃金上昇の効果が現れやすい． この原因については，弾力

性の動きからは説明しにくい．賃金効果は勤労者世帯への影響であるが，勤労者世帯の所得

弾力性は 1 程度なので，他と比較して特に大きく現れるという傾向にはない． 価格弾力性

については勤労者世帯は−1.28で，所得弾力性は 1.00 なので，物価上昇によるマイナス効果

は現れやすい．無職の価格弾力性も−1.25で，被服・履物の−2.44やその他の−1.41ほど絶対

値で大きくはない． 

被服・履物については，価格弾力性は勤労者世帯よりも非勤労者世帯の方が弾力的であ

る．値は勤労者世帯が−2.0 ∼ −1.5の間にほぼ収まるのに対し，非勤労者世帯では−2.0より

も絶対値で大きい傾向で安定している． 所得弾力性も，勤労者世帯よりも非勤労者世帯の

方が弾力的である．値は勤労者世帯が1.4程度で上昇傾向にあり，非勤労者世帯は2.0 ∼ 2.5で

やはり上昇傾向にある． シミュレーションでは，生産性の効果も賃金の効果も差があまり

ない．価格弾力性の効果が勤労者世帯の所得弾力性の効果で打ち消される傾向が強いともい

える． 

交通・通信費については，勤労者世帯の方が価格弾力性の絶対値が大きく弾力的である

(−1.6 ∼ −1.4)． ただし，その絶対値は小さくなり価格の影響が低下する傾向にある．非勤

労者世帯では，−0.8 ∼ −0.6であり，やはり絶対値として値は小さくなっている．所得弾力

性も小さくなる傾向にあり，勤労者世帯では1.1 ∼ 1.3であり，非勤労者世帯では 0.6 前後で

推移している． シミュレーションでは，生産性の効果は被服・履物とほぼ同程度で，賃金

の効果は被服・履物の 1/10 程度の影響となっている．賃金の効果が現れるときの所得弾力

性が縮小傾向にある影響かもしれない．これも解釈が微妙である． 

保健医療については，価格弾力性は勤労者世帯が−1.2前後，非勤労者世帯が−1.2 ∼ −1.0

で若干非弾力的である．傾向としては，ほぼ横ばいか絶対値で小さくなる傾向にある．所得

弾力性は，勤労者世帯も非勤労者世帯も 1 程度であるが，非勤労者世帯の方が値が大きい． 

保健医療のシミュレーションの結果は生産性の効果よりも賃金の効果が小さいが，相対的な

出方としては費目の順位は中程度である．これは弾力性の値が似たような傾向にあることと

整合的に解釈できる． 

教育は，価格弾力性については勤労者世帯も非勤労者世帯も−2よりもやや非弾力的な値

である−1.8程度までの間にある．時間的な推移も安定している．所得弾力性も勤労者世帯で

は 1.5，非勤労者世帯では 2.0 程度で安定している． 非勤労者世帯のうちでは，農林漁業者
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と無業者では所得弾力性の値が大きく 3 程度であるが，他の経営者や自由業者については 1

程度の値となっている．価格弾力性の絶対値も，農林漁業者と無業者の値が大きい． 教育

はシミュレーションでは賃金・生産性の影響ともに一番大きく現れる費目である． 逆にい

えば，所得の減少や価格の上昇によってマイナスの影響が大きく現れるということでもあ

る． 無業者の所得弾力性が大きいが，ここには常用雇用者の賃金上昇の所得効果は現れな

い．ただし，価格弾力性は非常に大きいのでこの影響が現れているものと考えられる． 

教養・娯楽について，価格弾力性は，勤労者世帯では−1.8 ∼ −1.7の間を推移し，非勤労

者世帯では−1.5 ∼ −1.4程度である． 所得弾力性は，勤労者世帯では1.4 ∼ 1.5の間を推移

し，非勤労者世帯では1.3 ∼ 1.4の間で推移している． 教養・娯楽費も，価格弾力性が大き

いので，生産性の効果がシミュレーションでは比較的大きく現れていると考えられる． 

その他費目について，価格弾力性は，勤労者世帯では傾向的に絶対値は大きくなり，

−1.8 ∼ −1.4に変化している．非勤労者世帯では−2.5程度で安定していたが，2012 年以降，

絶対値で大きくなり−2.7に変化している．しかし，世帯の属性によって大きく値が異なり分

散が大きい． 所得弾力性は傾向的に上昇しており，勤労者世帯は1.4 ∼ 1.7に上昇し，非勤

労者世帯も1.4 ∼ 1.6に上昇している． 
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正確なドキュメントは，R と python で作成したプログラムであるが，国内だけのデータの

作成から含めると 5000 ステップに近いものがあるため，すべて掲載することは控えたい． 

シミュレーションで定義したサービス関連産業の定義は，補論につけておく． シミュレー

ションはサービス関連産業の労働生産性上昇のパターンを 2%と 3%，常用雇用者一人あたり

賃上げのパターンも同様に 2%と 3%でそれぞれ計算している． 

サービス関連産業の労働生産性上昇や賃金上昇の設定は，2 節で解説したとおりである

が，データとの対応を詳細に述べるとつぎのようになる． 産業連関表の付加価値部門に

は， 7111001 宿泊・日当, 7111002 交際費, 7111003 福利厚生費, 9111000 賃金・俸給, 

9112000 社会保険料（雇用主負担）, 9113000 その他の給与及び手当, 9211000 営業余剰, 

9311000 資本減耗引当, 9321000 資本減耗引当（社会資本等減耗分）, 9411000 間接税（関

税・輸入品商品税を除く）, 9511000 （控除）経常補助金, 9599000 ダブルインフレーション

５．シミュレーションの前提とデータとの対応について 
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調整項 がある．シミュレーションでは，賃金・俸給，社会保険料(雇用主負担)，その他の給

与及び手当の 3 項目を労働費用としている． 2000 年，2005 年，2011 年の雇用表では，各

部門の従業員数は，つぎのような分類になっている． 1. 従業者総数，2. 個人業主，3. 家

族従業者，4. 有給役員・雇用者，4.1 有給役員，4.2 雇用者，4.21 常用雇用者，4.211 正社

員・正職員，4.212 正社員・正職員以外，4.22 臨時雇用者． このうち従業者総数は個人業

主，家族従業者，有給役員・雇用者の合計で各部門における労働者投入総数とみなすことが

できる． 有給役員・雇用者は有給役員と雇用者の合計， 雇用者は常用雇用者と臨時雇用者

の合計である． 常用雇用者は正社員・正職員と正社員・正職員以外の合計である． 労働者

数については正社員・正職員の人数が把握できるように構成されているが，費用については

正社員・正職員の給与・賞与の総額やその他の労働費用はわからない． しかし，常用労働

者については，雇用表に 1 人当たり常用雇用者賃金額という項目がある． 

実際のシミュレーションでは，この 1 人当たり常用雇用者賃金額と常用雇用者数を使っ

て，各部門でこの積として常用雇用者の賃金総額を計算している． 賃上げのシミュレーシ

ョンでは，雇用表に掲載されている 1 人当たり常用雇用者賃金額を 2%や 3%上昇させて，こ

れに常用雇用者数(一定)を乗じて，各部門(385 部門)の賃金総額上昇分を算出している． こ

の上昇分が，付加価値の上昇分となり，波及計算によって価格上昇分が計算されている． 

通常の価格波及計算では，第𝑗部門の粗付加価値額を𝑉𝑗，生産額を𝑋𝑗とすると，付加価値率の

ベクトルは v=Vj/Xjで定義される．価格波及は 

𝐩 = (I − A𝑇)−1𝐯 

で計算される．A𝑇は投入係数行列の転置行列，I は単位行列で，p は価格ベクトルである． 

第𝑗部門の付加価値の上昇分を𝛥𝑉𝑗，1 人当たり常用雇用者賃金額を𝑤𝑗，増加率を𝛼，常用雇用

者数を𝑁𝑗とすると，1 人当たり常用雇用者賃金額の上昇𝛼 × 100%による𝑗部門の付加価値の

増加額は 

𝛥𝑉𝑗 = 𝛥𝑤𝑗𝑁𝑗 = 𝛼𝑤𝑗𝑁𝑗 , 𝑗 = 1,… ,385 

となる． つまり，価格波及で必要な賃上げ後の付加価値率は，各𝑗部門で 

𝑣𝑗
𝑎𝑓𝑡𝑒𝑟

=
𝑉𝑗 + 𝛥𝑉𝑗

𝑋𝑗
, 𝑗 = 1,… ,385 

となる． この価格波及を計算すると， 

 

𝐩𝒂𝒇𝒕𝒆𝒓 = (I − A𝑇)−1𝐯𝒂𝒇𝒕𝒆𝒓 

 

となる．したがって，各𝑗部門の価格上昇率は， 

𝑑𝑝𝑗 =
𝑝𝑗
𝑎𝑓𝑡𝑒𝑟

− 𝑝𝑗

𝑝𝑗
, 𝑗 = 1,… ,385 
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で計算できる． 

同様に労働生産性の上昇𝛽 × 100%のシミュレーションについてデータとの関係は，つぎ

のようになる． サービス関連部門を𝑗 ∈ 𝑆𝑒𝑟𝑣とし， 産業連関表の労働費用に相当する付加

価値の項目，「福利厚生費」「賃金・俸給」「社会保険料（雇用主負担）」「その他の給与

及び手当」の合計金額を𝑊𝐿𝑗とする． 労働生産性の𝛽 × 100%の上昇によって，仮におなじ

従業員数で同じ 1 人あたり労働コストであるとすると，労働費用𝑊𝐿𝑗は低下する．つまり，

𝑗 ∈ 𝑆𝑒𝑟𝑣について 

第𝑗部門の付加価値額𝑉𝑗 = 𝑊𝐿𝑗 +「その他の付加価値項目」は，労働生産性上昇後，他の

条件が一定であれば， 

𝑉𝑗
𝑎𝑓𝑡𝑒𝑟

= 𝑉𝑗 + 𝑑𝑉𝑗 = 𝑉𝑗 + 𝑑𝑊𝐿𝑗 = 𝑉𝑗 − 𝛽𝑊𝐿𝑗, 𝑗 ∈ 𝑆𝑒𝑟𝑣 

となる．サービス関連産業部門𝑗 ∈ 𝑆𝑒𝑟𝑣での労働生産性上昇後の付加価値率は𝑣𝑗
𝑎𝑓𝑡𝑒𝑟

=
𝑉𝑗
𝑎𝑓𝑡𝑒𝑟

𝑋𝑗

となる．サービス関連産業部門以外では，付加価値率の変化はないので，以前の値を代入し

ている． あとは上記の価格波及計算と同じである． 

𝐩𝒂𝒇𝒕𝒆𝒓 = (I − A𝑇)−1𝐯𝒂𝒇𝒕𝒆𝒓 

となる．したがって，各𝑗部門の価格上昇(低下)率は， 

𝑑𝑝𝑗 =
𝑝𝑗
𝑎𝑓𝑡𝑒𝑟

− 𝑝𝑗

𝑝𝑗
, 𝑗 = 1,… ,385 

である． 

価格上昇・低下を消費者行動に反映するには，国内価格と輸入価格の合成された価格を作

成して，さらに運輸・流通マージンを加えて購入者価格にする． そののちに部門を集計し

て 10 費目の消費項目に当てはめるという作業を行っている． この段階では，輸入品の多い

部門では価格の効果が現れにくい．ただし，国内の運輸・流通マージンの価格変化による影

響は含まれることになる． この作業は，2011 年産業連関表基本表の生産額表を利用して，

家計最終消費支出の部門別の輸入やマージン率を使っている． 

ただし，価格の効果は，勤労者世帯(世帯主の勤め先の産業と企業規模別)と勤労者以外の

世帯(個人営業主，法人営業主，商人・職人，自由業，無職などの世帯類型別)でパラメター

と需要関数に適用する際，利用する消費総額(所得水準)，世帯主の年齢，世帯人員数が異な

る． 

この世帯類型別の構成比は，「家計調査」の割合ではなく，「全国消費実態調査」の世帯

類型の比率を用いて最後に計算する集計量を求めている． 

常用雇用者の賃金を上昇させる場合には，「家計調査」の勤労者世帯の勤め先収入に相当

する額を上昇させる必要がある． 「家計調査」の勤労者世帯の「受取」のデータには，

「実収入」と「実収入以外の収入」が記載されている． 「実収入以外の収入」は預貯金の
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引出，保険金や財産の売却，繰入金などであり，こちらは賃上げ交渉によって影響を受ける

ものではない．「実収入」は，「経常収入」と「特別収入」に分かれる．「特別収入」は

「受贈金」などでありこちらも変化があるものではない．「経常収入」は「勤め先収入」

「事業・内職収入」「農林漁業収入」「他の経常収入」に分かれている． このうち，常用

雇用の賃上げには「勤め先収入」が相当する．「事業・内職収入」には「家賃収入」などが

含まれ，「他の経常収入」には「財産収入」「公的年金給付」「他の社会保障給付」「仕送

り金」が含まれる． 「勤め先収入」には，世帯主と家族のもの両方が含まれている． 世帯

別の「勤め先収入」と「可処分所得」「消費支出額」の比を計算し，賃上げによって「勤め

先収入」が𝛼%増加した場合，可処分所得と消費支出額が何パーセント増加するのかをもと

めている． つまり，「経常収入」のうち「勤め先収入」だけが増加した場合，「可処分所

得」がどの程度増加して，さらに貯蓄率を一定として「消費支出額」がどのくらい増加する

かを比例計算で与えている． 

ここでの前提は，「勤め先収入」から「可処分所得」を求めるときに課税最低限の収入を

除いた部分で比例するとした以外は，可処分所得が𝛼′ × 100%増加すれば，消費支出額も

𝛼′ × 100%増加するとしている． これは勤め先収入が𝛼 × 100%増加した場合，同じ割合で

可処分所得が増えるようにはなっていないため，𝛼と𝛼′の違いだけ若干のずれがあることを

意味している． 

多様な収入源に応じて，社会保障負担や税負担などの計算式を導入したモデルにするのは

今後の課題である． ただし，貯蓄率一定かどうかについては，限界効果的なものを調べる

ために，前年の値と比較して，可処分所得の対前年差額𝑑𝑌𝑑と貯蓄額の対前年差額𝑑𝑆の比

𝑑𝑆/𝑑𝑌𝑑を計算したが，マイナスも含めて非常に大きな変動となり，安定的に利用できるよう

な値は得られなかったことを付記しておく． つまり，仮に可処分所得と貯蓄額が比例して

いれば，𝑆 = 𝑠𝑌𝑑となり，𝑑𝑆 = 𝑠𝑑𝑌𝑑であるから，貯蓄率𝑠は変動しないはずである． 

同じようにして，勤め先収入𝑌𝑊と可処分所得𝑌𝑑も，所得税・社会保険料率を𝜏とすると，

概算で𝑌𝑑 = (𝑌 − 𝑌𝑚𝑖𝑛)(1 − 𝜏)という形になる．𝑌𝑂を勤め先収入以外の収入とすると，𝑌 =

𝑌𝑊 + 𝑌𝑂だから， 

𝑌𝑑 = (1 − 𝜏)(𝑌𝑊 + 𝑌𝑂 − 𝑌𝑚𝑖𝑛), 𝑑𝑌𝑑 = (1 − 𝜏)𝑑𝑌𝑊 

という関係式を利用して，賃上げと可処分所得の上昇をつないでいる． 
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以下は，一人あたり労働生産性上昇のシミュレーションで生産性を上げる対象となったサ

ービス関連産業(82 部門)の定義である．産業連関表(2000-2005-2011 年接続表)の分類にもと

づいている． 

013101 獣医業, 013102 農業サービス(獣医業を除く), 481101 廃棄物処理(公営), 481102 廃棄

物処理(産業), 511101 卸売, 511201 小売, 531101 金融, 531201 生命保険, 531202 損害保険, 

551101 不動産仲介,管理業, 551102 不動産賃貸業, 552101 住宅賃貸料, 553101 住宅賃貸料(帰

属家賃), 571101 鉄道旅客輸送, 571201 鉄道貨物輸送, 572101 バス, 572102 ハイヤー,タクシ

ー, 572201 道路貨物輸送(自家輸送を除く), 574101 外洋輸送, 574201 沿海,内水面輸送, 

574301 港湾運送, 575101 航空輸送, 576101 貨物利用運送, 577101 倉庫, 578101 こん包, 

578901 道路輸送施設提供, 578902 水運施設管理, 578903 水運附帯サービス, 578904 航空施

設管理(国公営), 578905 航空施設管理(産業), 578906 航空附帯サービス, 578909 旅行,その他

の運輸附帯サービス, 579101 郵便,信書便, 591101 固定電気通信, 591102 移動電気通信, 

591109 その他の電気通信, 591909 その他の通信サービス, 592101 公共放送, 592102 民間放

送, 592103 有線放送, 593101 情報サービス, 594101 インターネット附随サービス, 595101 映

像,音声,文字情報制作業, 595102 新聞, 595103 出版, 611101 公務(中央), 611201 公務(地方), 

631101 学校教育(国公立), 631102 学校教育(私立), 631201 社会教育(国公立), 631202 社会教

育(非営利), 631203 その他の教育訓練機関(国公立), 631204 その他の教育訓練機関(産業), 

632101 自然科学研究機関(国公立), 632102 人文科学研究機関(国公立), 632103 自然科学研究

機関(非営利), 632104 人文科学研究機関(非営利), 632105 自然科学研究機関(産業), 632106 人

文科学研究機関(産業), 632201 企業内研究開発, 641101 医療(入院診療), 641102 医療(入院外

診療), 641103 医療(歯科診療), 641104 医療(調剤), 641105 医療(その他の医療サービス), 

642101 保健衛生(国公立), 642102 保健衛生(産業), 643101 社会保険事業, 643102 社会福祉(国

公立), 643103 社会福祉(非営利), 643104 社会福祉(産業), 644101 介護(施設サービス), 644102 

介護(施設サービスを除く), 659901 対企業民間非営利団体, 659902 対家計民間非営利団体(別

掲を除く), 661101 物品賃貸業(貸自動車を除く), 661201 貸自動車業, 662101 広告, 663110 自

動車整備, 663210 機械修理, 669901 法務,財務,会計サービス, 669902 土木建築サービス 

 

 

 

 

 

 補論． サービス関連産業の定義 
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